
様式第１０ 
循環型社会形成推進地域計画改善計画書 

 
地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

蒲郡市 蒲郡市 平成２９年４月１日～令和

４年３月３１日 

平成２９年４月１日～令和

４年３月３１日 

 
１ 目標の達成状況 
（ごみ処理） 
指      標 
 

現 状 
（令和  年度） 

目 標  
（令和  年度） A 

実 績   
（令和  年度） B 

実績 
/目標 

排出量 
 
 
 
 

事業系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 
生活系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

     % 
     % 
     % 
      % 

合 計 事業系生活系総排出量合計               t               t               t      % 
再生利用量 
 

直接資源化量 
総資源化量 

              t 
              t 

              t 
              t 

              t 
              t 

     % 
     % 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量）             MWh             MWh             MWh  
最終処分量 埋立最終処分量               t               t               t      % 
※目標未達成の指標のみを記載。 
 
（生活排水処理） 
指      標 
 

現 状 
（平成28年度） 

目 標 
 （令和4年度） A 

実 績 
 （令和4年度） B 

実績 
/目標 

総人口  
80,634 人 

      78,744 人 
78,443 人 

   ― 

公共下水道 
 

汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

45,344 人 
              56.2％ 

55,293 人 
              70.2％ 

56,786 人 
             72.4％ 

115.0% 
115.7% 

集落排水施設等 
 

汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

0 人 
               0.0％ 

0 人 
               0.0％ 

0 人 
              0.0％ 

     0% 
     0 % 



合併処理浄化槽等 
 

汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

11,025 人 
              13.7％ 

9,621 人 
              12.2％ 

13,608 人 
             17.3％ 

-184% 
  -240% 

未処理人口 汚水衛生未処理人口 
24,265 人 13,830 人 8,049 人 

 155.4% 

※目標未達成の指標のみを記載。 
２ 目標が達成できなかった要因 
生活排水処理について、公共下水道は目標で 55,293 人に対して実績が 56,786 人で、普及率についても目標 70.2％に対して 72.4％と目標値
を上回る結果となった。合併処理浄化槽等について、目標は H28 の 11,025 人に対し、9,621 人としていたが、実績は 13,608 人と増加する
結果となった。それに伴い普及率も高まっている。 
公共下水道については、良好に進んでいるため目標を達成していると考えている。合併処理浄化槽については、目標が現状から減少して
いるのに対して、実績は増加しているが、下水道への接続が R3 年度の実績で 48,689 人と追い付いていない分、増加したことが考えられる。
しかし、汚水衛生未処理人口の目標は達成しており、増加すること自体には問題がないため、合併処理浄化槽についても問題がないと考
えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
３ 目標達成に向けた方策 
目標達成年度    令和８年度まで 
 
接続率については、概ね順調に推移している。今後も公共下水道区域外の水洗化を含め、接続率（水洗化率）の向上を推進するための広
報活動を実施します。 
 



（都道府県知事の所見） 
 公共下水道については、方策として掲げた公共下水道への接続人口の増加を図るとともに、公共下水道の整備を引き続き進めていただ
きたい。 
 また、合併処理浄化槽については、計画時の想定とは異なり処理人口が増加する結果となった。今後も、単独処理浄化槽や汲み取り便
槽から合併処理浄化槽への転換促進に関する施策を強化するなど、より積極的に生活排水処理施設の整備促進に取り組んでいただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


